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去る 2 月 24 日午前 10 時～12 時前まで、すみよし隣保館 寿 3 階小会議室において、2016 年
度住吉部落史研究会が開催されました。 

 テーマは、「「社会的なもの」の再構築に向けて～住吉地区をめぐる政策史から考える」で、講
師は日本福祉大学福祉経営学部教員の矢野亮さんでした。 

 事務局の不手際で当日の報告の録音が撮れていなかったことと、報告者の矢野さんが校務多忙
で原稿化が困難なため、残念ながら、当日の研究会での報告の内容を紹介することはできませ
ん。 
 幸い、矢野さんが博士論文を補強修正して、2016 年 3 月に洛北出版から出された『しかし、
誰が、どのように、分配してきたのか同和政策・地域有力者・都市大阪』の書評が、『京都部落
問題研究資料センター通信』第 45 号（2016 年 10 月 25 日）に、関西学院大学社会学部教員の
白波瀬達也さんによって執筆・掲載されています。 

 この書評では、矢野さんによって執筆された戦前から戦後にかけての住吉地区での融和運動や
部落解放運動の変遷が簡潔にまとめて紹介されています。また、この本が持つ意義と今後の課題
についても触れられています。 
 そこで、「すみりんニュース」No54 では、この書評を再掲させていただくことと致しまし
た。 
 矢野さんは、地元住吉地区出身で、人権文化センターにも勤務しておられた前途有望な研究者
でもあります。再掲しました書評はもとより、矢野さんの著書を一人でも多くの方にお読みいた
だきたいと思います。 

 末筆になりましたが、再掲をご快諾頂きました京都部落問題研究資料センター並びに白波瀬達
也様に、紙面を借りて御礼申し上げます。（事務局） 
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■本の紹介 

矢野亮著 

『しかし、誰が、どのように、分配してきたのか同和政策・地域有力者・都市大阪』 
白波瀬達也（関西学院大学社会学部准教授）  

 

【本書の概要】 

著者の矢野亮は福祉社会学・社会福祉学を

専攻する研究者で、現在は日本福祉大学の教

員をしている。本書は著者の博士論文を加筆

修正したもので、「大阪における都市型部落

に暮らす人びとが、どのような生存保障シス

テムの中で、いかに生存維持してきたのか」

という問いを明らかにしようとするものだ。 

この問いを解明する方法として、著者は自

治体行政と社会政策が本格化する大正期から

一九七〇年代にかけての、住吉（大阪市住吉

区）で進められてきた「部落の人びとのまと

めあげ」の変遷を主に文献資料に基づき分析

している。 

本書は序章と終章を合わせた全八章で構成

されている。目次は以下のとおりである。 

 

序 章 本書で述べていくこと 

第１章 生存保障システムの変遷 

第２章 ローカルな生存保障 

第３章 乳児死亡率の低減 

第４章 再分配システムの転換 

第５章 再分配をめぐる闘争 

第６章 再分配システムの果てに 

終 章 支援を必要とする人のために 

 

序章では、先行研究が整理された上で、本

書の三つの大きな目的が記される。第一は

「分配の問題」の把握である。すなわち、国

や行政が「厄介で難しい部落」に対して、い

かに資源分配したのかを明らかにすることで

ある。第二は「アソシエーションの問題」の

把握である。これは、資源を分配する媒介者

が誰だったのかを明らかにすることである。

第三は「戦後日本社会における同和政策の

『穢多頭＝弾左衛門の仕組み』」の把握であ

る。つまり、地域ボスが人びとをまとめ上げ

るシステムの形成・継承・変容を明らかにす

ることである。 

第１章「生存保障システムの変遷」では、

明治維新や戦争などの大きな構造変動をふま

えながら、前近代から近代にかけての、人び

との生存を可能にした資源分配の仕組み（生

存保障システム）を概観している。 

本章では、国家が軍拡による海外侵略を推進

するなか、国内の民衆の生活が窮乏化し、ス

ラム問題が深刻化したことに焦点が当てられ

る。著者は一九一〇年の大逆事件と一九一八

年の米騒動が、部落対策・スラム対策の強化

につながったと指摘している。また、一九二

〇年以降、大阪市では社会部が設置され、融

和事業が展開する過程で市民館と隣保館が増

加したこと、そして方面委員による貧困家庭

への訪問調査活動によって、生活困窮者の実

態が明らかになったことに注目する。 

著者は本章で部落の資源分配の担い手を「国

家主導のアソシエーション」（融和団体な

ど）と「民衆主導のアソシエーション」（水

平社・労働組合など）に分類している。そし

て当時の住吉においては前者の影響力が相対

的に強かったと指摘している。国家主導のア

ソシエーションは国家総動員体制へと向かう

なか、生活困窮者を戦争に動員する仕掛けと

しても駆動したと分析している。 

部落は戦後、復興から取り残された地域と

して再び顕在化し、五五年体制のもと、同和

対策が進められるようになった。これによっ

て、部落では地域ボスによるまとめあげによ

る資源分配システムが力をもつようになる

が、著者はそれが戦前の融和団体等にルーツ

を持つことを明らかにしている。 

大阪市の場合は戦後、「同和事業促進協議

会」を設置して資源分配する方式を採用した

（同促協方式）。著者は同和事業促進協議会

に基づく事業が多くの成果を生む一方で、そ
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の主導権をめぐって争いが生じるなど、新た

な社会問題の要因にもなったと分析してい

る。 

第２章「ローカルな生存保障」では、大正

期から昭和初期までを中心に、社会政策の全

国的な動向と、それにともなう大阪府・大阪

市の部落施策の変遷が以下の四点にまとめら

れている。（１）部落改善から地方改善への

政策転換期において、それに呼応する施策と 

して大阪では、独自の方面委員制度を創設

し、地域形成を図った。（２）地方改善から

融和政策への転換を背景とし、各自治体に設

置されていた地方改善部は、全国組織「中央

融和事業協会」へと改組された。（３）地方

において有効に機能した隣保事業を都市部の

大阪に適応・定着させるために融和事業とい

う資源が投入された（これにともない大阪市

社会部は組織再編を繰り返した）。（４）国

家総動員体制によって大阪市行政が再編さ

れ、町内会・部落会が民生に関わる組織とし

て法制化された。 

また本章では、一九六四年に刊行された報

告書『都市部落の人口と家族―大阪市住吉地

区における戸籍の研究』の分析を通じて、住

吉の人口動態が一貫してアンバランスであっ

たことが明らかにされる。多産多死に起因す

る乳児死亡率の高さ、生産年齢人口の不足、 

老齢人口の増加など、当時の住吉が抱えてい

た課題は部落の人びとの自治組織だけでは解

決が不可能であり、常に外部の資源や人びと

に頼らざるをえなかった。著者は、このよう

な生活実態を背景に、住吉において融和団体

が組織され、地方改善事業・行政施策が展開

されていったと述べている。 

第３章「乳児死亡率の低減」では、戦前の

住吉にける生存保障システムの仕組みが明ら

かにされる。住吉は相対的に高い乳児死亡率

を示してきたが、それが一九一五年から一九

一九年にかけてはピークに達し、三五・〇%に

も及んでいた。その後、徐々に乳児死亡率が

低減するようになるのだが、著者はその要因

として（１）融和団体（住吉仏教青年会な

ど）の活動と地区整理事業（生活インフラの

整備）の影響、（２）大阪特有の貸付制度の

影響、（３）戦時動員体制における国家主導

の貸付救済策の影響を挙げている。 

さらに本章では、住吉における乳児死亡率の

急激な低減が、戦時動員体制に向かうプロセ

スにおいて進行していることに焦点が当てら

れる。すなわち、「融和ボス」のまとめあげ

と融資事業が、結果的に人びとを戦争に動員

する誘因ともなったことが明らかにされて 

いる。 

第４章「再分配システムの転換」では、戦

後社会が舞台となる。本章では一九六〇年代

前半の住吉で、町会と部落解放同盟とのあい

だに生じた、社会資源の管理と分配方式をめ

ぐる主導権争いに焦点が定められる。 

戦前から続いていた町会による社会資源の分

配方式（大阪市→町会→同和会→住民）は、

部落解放同盟住吉支部の主導的人物らによっ

て始められた日掛積立貯金と大阪市同和事業

促進協議会（市同促協）の財政的支援などの

別の分配方式（大阪市→市同促協→解放同盟

→住民）の出現とにより、変更を余儀なくさ

れた。この資金の流れの変化が係争点とな

り、町会と部落解放同盟の対立が激化。大阪

市が調停に入るほどの出来事に発展した。 

大阪市は住吉連合町会と部落解放同盟住吉

支部の摩擦の調停者として、大阪市会議員の

天野要を抜擢することになるのだが、著者は

「一介の市議が調停者に選ばれたのはなぜ

か」という問いを設定し、それを以下の二点

から説明している。ひとつは、天野要の父の

時代から住吉部落に関わった経歴があったこ

と。もうひとつは、天野要が住吉連合会長の

経験者であったことである。天野は住吉部落

と町会の双方において政治活動のキャリアを

有しており、両者の摩擦を円満に収拾できる

人物として期待が寄せられたのである。さら

に著者は、大阪市が天野要を調停者として抜

擢した別の理由として、地域資源を町会に一

元化することで、行政が管理しやすい体制に

再整備しようとしていたのではないかと推察

している。 
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しかし、こうした思惑は一九六九年の同和

対策事業特別措置法（同対法）の制定・施行

によって頓挫することになる。同対法という

国レベルの制度が新たに設けられることによ

って、「大阪市→町会→同和会→住民」とい

う社会資源の分配回路は、「大阪市→市同促 

協→解放同盟→住民」に変容した。その結

果、住吉部落に対する市同促協の財政的支援

が同対法のもとで一層強化される一方、町会

は衰退の一途をたどった。 

以上のとおり、本章では一九六〇年代に生

じた住吉連合町会と部落解放同盟住吉支部と

いう二つの再分配のアクターによる主導権争

いの歴史が整理され、それが自治体の施策や

国の施策に強く影響されてきたことが具体的

に述べられている。 

第５章「再分配をめぐる闘争」では、部落

解放同盟住吉支部が、地域有力者であった天

野要を糾弾した「天野事件」（一九六九年）

の内実が大阪市立大学所蔵の一次資料の丹念

な分析から明らかにされる。 

天野事件は、一九六九年一月の民生委員推

薦地区準備委員会の席上で、準備委員が「部

落差別」と認知される発言をしたことを発端

とする。その際、委員長であり市会議員でも

ある天野要が黙って聞きすごしたことの責任

が追求されることとなった。部落解放同盟は 

周到に準備されたシナリオに基づき、これを

「事件化」し、合理的かつ効率的に施策と運

動とを結び付けた。 

この出来事を通じて天野要は民生委員と町

会長の役職を退くことになった。結果、生活

保護申請と同和事業の窓口が隣保館に設置さ

れるようになり、同和事業促進協議会と部落

解放同盟住吉支部による新たな資源配分の基

準がつくられた。このことによって住吉の生 

活保護受給率が急激に伸びた。一九七〇年代

に入ると、生活保護制度のなかに「同和加

算」や「同和勤労者控除」などの実現を要求

するなど、資源動員をめぐる闘争が展開され

た。著者はこの事件と闘争を契機に、住吉が

それまでの地域において支配的だった自民党

と訣別していったことを明らかにしている。 

第６章「再分配システムの果てに」では、

住吉における資源分配の主導権を持った部落

解放同盟住吉支部が、一九七〇年代に進めた

まちづくりが詳述される。建築学者の高橋恒

は同和対策事業特別措置法に基づき、まちづ

くりのマスタープラン「住吉計画」を構想し 

た。この計画においては、「地域的範囲で諸

資源を活用し連帯的な人間関係を築くべきで

ある」という行動規範が提示されている。こ

うした設計思想は、反都市的な共同体を目指

すものであったが、人びとの生存を保障し続

ける成果を得るまでには至らなかったと著者 

は分析している。なぜならば、それは「ほん

とうに支援を必要とする人」のための社会政

策ではなく、地域を経済的に活性化させるた

めの資源投下による「まちづくり」だったか

らである。それゆえ、著者は「ほんとうに支

援を必要とする人」に資源がゆき届きにく

く、「スラム（化）→地域対策→再スラム

（化）→地域対策」という悪循環が生み出さ

れてきたと述べている。 

終章では、それまでの章の内容が要約さ

れ、改めて本書の主題である資源分配システ

ムの変容・継承の問題に焦点が当てられる。

そして戦後部落解放運動の後退の要因が「人

びとの生存保障システムの体制化の歴史」に

無自覚であった点に見出される。そして一九

八〇年代以降は、解放教育を強化していくも

のの、部落解放運動が衰退するなかで、再び

町会や民生委員といった旧システム、あるい

は新たな「首長」や宗教システムによるまと

めあげがおこなわれるようになったと指摘さ

れる。こうして人びとの生存をめぐるローカ

ル・ポリティクスは、戦前から絶えず展開し

てきたことが総括されている。 

 

本書の評価 

評者は大阪市西成区あいりん地区（釜ヶ崎）

を中心に貧困問題を研究してきた社会学者で

あり、被差別部落の専門家ではない。そのた

め、いささか的外れなコメントとなるかもし

れないが、その点についてあらかじめご了承

願いたい。 
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さて、本書の最大の貢献は、「被差別部落

に暮らす人びとを誰がどのようにまとめあげ

てきたのか」という問いを特定地域の通史か

ら明らかにしていることである。 

一九六九年の同和対策事業特別措置法の施

行にともなって、同和地区指定された被差別

部落に対して、公費に基づく資源が大量に投

じられた。その際、部落解放同盟をはじめと

するアソシエーションが、被差別部落に暮ら

す人びとの生存に多大な影響を及ぼしていっ

たことは、比較的よく知られている事実だ。

著者はこの事実をさらに深く掘り下げ、近代

以降の被差別部落対策として、そこに暮らす

人びとをまとめあげるアソシエーションがい

かなる働きをしてきたのかに注目する。その

なかで何度も強調されたキーフレーズが、

「地域ボスが人びとをまとめ上げるシステム

の継承・変奏」だ。すなわち、著者は地域ボ

スが被差別部落に暮らす人びとに資源分配す

るメカニズムが形や担い手を変えつつも、長

い歴史を通じて続いてきたことを明らかにし

たのである。 

「地域ボスが人びとをまとめ上げるシステ

ム」は継承され、変奏されるため、それを通

史的に把握することは容易ではないが、本書

は住吉という特定の地域を対象に選ぶこと

で、見事に実証した。なお、著者が見出した

論点は、被差別部落におけるアソシエーショ

ンだけでなく、マイノリティをまとめあげる

中間集団全般にも適用可能なものである。し

たがって本書の学術的貢献は部落研究のみな

らずマイノリティ研究一般まで及ぶものとい

えるだろう。 

本書のもう一つの貢献は被差別部落の生存

保障システムの変遷を社会福祉史のなかに適

切に位置付けて論じていることである。日本

の社会福祉学の分野において、被差別部落の

研究は極めて少ない。実際に被差別部落は貧

困をはじめとする複合的課題を抱えているケ

ースが多いにもかかわらず、である。 

本書は主に住吉という特定の被差別部落の

歴史を取り上げたものだが、生存保障システ

ムの変遷を取り上げることで、どのような福

祉京都部落問題研究資料センター通信第 45号

2016年 10月 25日政策が展開されたのか、そ

してそれらが住民の生活状況にいかなる影響

を及ぼしたのか理解することができる。さら

に、本書から一般的な福祉行政と同和行政

（同和対策）の複雑な関係も紐解くこともで

きる。以上の点から、本書は社会福祉学のな

かでも社会事業史と地域福祉の研究領域にお

いて非常に重要な業績となりうるものだと考

えられる。 

一方、本書には幾つかの課題も見出され

た。著者は終章において、本書の課題として

以下の三点を挙げている。（１）一九四〇年

代から一九五〇年代の記述が薄いため、ロー

カルな人びと（住吉に暮らす人びと）が戦争

の影響をどのように受けてきたのか述べるこ

とができていない。（２）農民運動史、社会

民主主義史、郷党社会制度史などをカバーし

ていないため、融和運動の系譜が十分に論じ

きれていない。（３）一九八〇年代から現在

にいたる「部落民アイデンティティ」の促進

・教化の過程が捉えられていない。 

これらの課題については筆者も首肯すると

ころだが、本稿においては別の課題も二点提

示してみたい。一つ目は事例の位置づけに関

する課題である。本書では社会資源の分配方

式の変遷から被差別部落の生存システムを明

らかにしようとするものだが、住吉の事例の

位置づけが十分にできていない。被差別部落

としての住吉がどれくらいの規模を持つの

か、各々のアソシエーションの組織率がいか

ほどであったのか、本書を読んでみても十分

にわからなかった。また、他の被差別部落と

の比較が乏しいため、事例研究を通じて得ら

れた知見の一般化ができていない点が惜しま

れる。 

二つ目は、被差別部落に生きる人びとの暮

らしが見えにくい点を指摘したい。本書は住

吉で展開したアソシエーションについて徹底

的に調べ上げ、その成立・継承・変容を見事

に整理している。しかし、アソシエーション

に関わる人びとの姿については、あまり立体

的に浮かび上がってこなかった。確かに四章
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と五章で詳述される天野事件を契機にして市

同促協と部落解放同盟住吉支部が資源分配の

ヘゲモニーをつかむようになったことがわか

った。そしてこの新たな体制によって、住吉

の生活保護受給者が急増し、一連の運動の結 

果、同和加算や同和勤労者控除などを勝ち取

り、一九七〇年代の前半には、壮大なまちづ

くり計画に基づく改良住宅を獲得したことも

わかった。しかし、住吉に暮らす人々の就業

状況や就学状況にどのような変化が生じたの

か、本書から把握することはできなかった。 

同対法を契機にして、被差別部落に暮らす

人々に対する奨学金給付や就労保障が進んだ

ことは広く知られている。しかし、本書から

は、こうした取り組みが住吉においてどのよ

うな影響を及ぼしたのか捉えることができな

かった。また、部落解放同盟をはじめとする

アソシエーションが、非常に大きな分配力を

獲得するなかで権力をどのように集中させて

いったのか十分にわからなかった。 

被差別部落に生きる人びとをまとめ上げて

きた地域ボスの変遷に注目する著者の視点は

非常に優れたものだ。こうした視点の強みを

さらに活かすためには、「誰が地域ボスなの

か」だけでなく、「誰が地域ボスに包摂され

たのか」「誰が地域ボスから排除されたの

か」を明らかにする必要があったのではない

だろうか。 

以上、二つの点から本書の課題を指摘した

が、これらは本書の価値を貶めるものでは決

してない。特に二つ目の課題については、本

書で提示された視点を今後さらに発展させる

ための論点であり、著者を含む多くの研究者

によって追究されるべきものだと考えてい

る。 

ここまで主に学術的な観点から本書を評し

てきたが、実践面においても学ぶべき点が多

くあることを最後に付け加えたい。周知のと

おり、同対法は二〇〇二年に終結し、同法に

基づく事業の受け皿となってきたアソシエー

ションの多くは、資源分配の力を弱めてい

る。その中で都市の被差別部落の中で顕在化

しているのが、経済的安定層の流出、経済的

不安定層の滞留・流入、高齢化などである。

同対法の終結は、再び被差別部落の貧困問題

を深刻化させており、改良住宅の一般開放に

伴う混住化は誰を部落民と規定するのかをま

すます困難にさせている。 

こうした課題を目の前にして、被差別部落

で活動するアソシエーションが、いかに人び

とをまとめあげることができるのか、そして

「ほんとうに支援を必要とする人」を包摂し

うるのかを問い直していく必要が、今日ます

ます高まっているといえるだろう。その意味

で本書は歴史研究ではあるが、現代社会に向

けたアクチュアルな問いを提起してもいるの

だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（洛北出版発行、二〇一六年三月、二，五〇〇円） 

 

【注】この紹介文は、『京都部落問題研究資

料センター通信』第 45号 2016年 10月 25日

に掲載されたものを再掲させていただいたも

のです。再掲をご快諾頂きました評者の白波

瀬達也さん、京都部落問題研究資料センター

にお礼申し上げます。 
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■住吉隣保事業推進協会のうごき 

大阪府人権福祉施設連絡協議会の事務局を 

委託することになりました！ 

２０１７年６月から住吉隣保事業推進協会

が、大阪府人権福祉施設連絡協議会の事務局

を受けることになりました。大阪府人権福祉

施設連絡協議会は、大阪府内の隣保館が加盟

する組織で、大阪府内の隣保館（人権文化セ

ンター等を含む）が、関係機関・団体と連絡

協調を図るための団体です。具体的には下記

の事務局機能が住吉隣保事業推進センターに

委託されます。 

イ．大阪府人権福祉施設連絡協議会の役員

会、ブロック会議、事務局会議など組織活動

運営 に関する業務 

ロ．隣保館職員向けの研修事業運営（制度学

習、新任職員研修、実務者研修等） 

ハ．広報活動（加盟団体向けの情報提供を目

的とした情報誌の発行） 

二．その他加盟団体間の連絡調整業務 

 

 

WAM助成事業 

「地域のお悩み解決！集まれどっこい隊」が 

本格始動！ 

今年度、「テーマ型地域福祉活動・住民が

自ら考え課題解決をめざす町づくり」を当法

人の新規事業としてＷＡＭ助成金に応募をし

ていましたところ、2017年 5月 16日に決定通

知を受けました。 

 具体的な内容は、「多世代住民同士が地域

課題を共有し、課題解決に向けて住民自身が

学び、知恵を出し合い、解決プランを立て、

実行するために相互に協力し合うことを目的

に、ワークショップの開催や専門家による講

座受講などを実施する。 

また、「地域で主体的に活動するリーダー

およびグループの育成を目的に、実際に自分

たちがプランを計画し実行できる場を提供。

当法人はファシリテーターとして本事業の運

営支援を行い、実際の問題解決プランに関し

ては住民主体で実行していく。 

 課題発見から課題解決に至るプロセスを地

域住民が共に考え、取り組んでいくことで地

域コミュニティーの活性化を図り、住民が住

民の問題を解決する「地域住民コミュ二

ティーサービス」をつくる。」というもので

す。 

【今後の事業スケジュール】 

①６月７日(水) 午後２時～ 

どっこい隊事務局会議＠集会所 

②６月 1７日(土) 午前１０時～ 

「集まれどっこい隊」ワークショップ 

＠集会所 

 

 

 

 

 

 

 

「寿こども料理食堂」が始まりました！ 

【寿こども料理食堂とは・・・】 

すみよし隣保館 寿の１階近隣交流スペー

ス拠点に、 

・こども達の食に対する興味をつける。 

・お家に 1人で居ても自分でなにか食べるも 

のが作れる知識をつける。 

・こども達、地域住民の孤食を少しでも防ぐ。 

・こども達、地域住民が安心して来れる場所 

をつくる。 

このような目的から、地域のボランティア、

近隣の大学生、ふーどばんくＯＳＡＫＡ、そ

の他の企業・団体などの力を得て、毎月第２

火曜日の４時から、こども達と料理を作って

食べる取り組みです。メニューはこども達と

一緒に決めます。 

（中学生以下は無料、高校生以上は材料費と

して３００円を頂戴します） 
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【現在までの活動】 

４月１１日(火) 参加人数１８人 

（内、こども１１人) 

メニュー： 

ホワイトシチュー・大根サラダ・ご飯また 

はパン(大根は地元の老人会からいただきま 

した) 

５月９日(火) 参加人数２１人 

（内、こども１２人） 

メニュー： 

おでん・ほうれん草のおひたし・ご飯 

（プラスチック食器１２０人分を堺のこど 

も食堂を運営している団体からいただきま 

した） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賛助会員を募集しています！ 

住吉隣保事業推進協会は、法人の事業活動

を後援する賛助会員を募集しています。 

 

<年会費> 

個 人： 3,000円 
団 体：10,000円 

 

加入していたければ、当法人の活動をまと

めた機関紙「すみりんニュース」をお送りし
ます。また、当法人が主催する指定講座に参
加費半額免除でご参加いただけます。 

 

【申し込み方法】 

所定の申込用紙に必要事項をご記入の上、

年会費と一緒に、当法人にご提出ください。 

 

 

ご寄付のお願い 

私たちは「地域社会における支援を要する

人びと等に対し、生活の改善及び向上を図る

ための各種の事業を行うと共に、地域社会に

おけるあらゆる差別の撤廃をめざす運動を基

軸に地域住民の人権意識を高め、以ってコミ

ュニティの活性化と社会福祉の増進に寄与す

る」という理念を掲げその実現をめざして公

益目的事業に取り組んでいます。私共の活動

についてご賛同頂ける皆さまに、ご寄付を賜

りますようお願い申し上げます。 

 

＜寄付受付口座＞ 

みずほ銀行 住吉支店（店番号：471） 

普通口座 （口座番号：1606068） 

口座名義 公益財団法人住吉隣保事業推進協会 

 

 

 

 

 

----------------------------------------- 

■公益財団法人住吉隣保事業推進協会 

ホームページアドレス 

http://sumiyoshi.or.jp 
＊「すみりんニュース」は、２カ月 

に 1回、奇数月に発行致します。 


